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確にこれを肯定するに至っている（民法 630 条 a第１項参照）。すなわち、立
法者は、患者の権利法（BGBl. I S. 277）によって、医療契約を民法典の中に
独立に成文化し、医療契約は特別の契約類型として民法 630 条 aから 630 条
hに規定された。
　ただし、医療契約は、通常は、医師による活動の法的根拠となりうるが（民
法 630 条 a第１項）、個別に実施されるあらゆる医療措置の権限となるわけで
はない。個別の医療措置については、これを超えて、事案に即した正当化根
拠（例えば、医学的適応性）が必要であり、加えて、患者の同意が必要であ





























（４） 　本稿におけるドイツの医療契約法に関する叙述は、主として、Adolf Laufs/Christian 
Katzenmeier/Volker Lipp, Arztrecht, 7. Aufl., München 2015, S. 59ff.によっている。
（５） 　Vgl. BGH, Urteil vom 16.5.2000 - VI ZR 321/98, NJW 2000, S. 2737.
（６） 　BGH, Urteil vom 29.6.1999 - VI ZR 24-98, NJW 1999, S. 2731.
（７） 　BGH, Urteil vom 14.1.2010 - III ZR 188/09, NJW 2010, S. 1200.




















































（９） 　BGH, Urteil vom 3.5.2007 - IX ZR 218/05, NJW 2007, S. 2490.
（10） 　BGH, Urteil vom 8.11.2005 - VI ZR 319/04, NJW 2006, S. 437.
（11） 　BGH, Urteil vom 28.4.1987 - VI ZR 171/86, NJW 1987, S. 2289.
（12） 　BGH, Urteil vom 20.9.1988 - VI ZR 296/87, NJW 1989, S. 769.
























（13） 　BGH, Urteil vom 20.12.2005 - VI ZR 180/04, NJW 2006, S. 767.
（14） 　BGH, 前掲注（13）, NJW 2006, S. 767.
（15） 　田中伸至「診療報酬制度の構造と診療報酬決定過程」新潟 48 巻２＝３号 59 頁（2015
年）参照。




























（19） 　Vgl. BGH, Urteil vom 16.5.2000 - VI ZR 321/98, NJW 2000, S. 2737.
（20） 　BGH, Urteil vom 10.3.1981 - VI ZR 202/79, NJW 1981, S. 2002.

















しても、それだけでは足りない（民法 305 条 c第１項）。しばしば、いわゆる
「圧力条項（Spaltungsklausel）」によって医療過誤による責任をすべて選択医
師に押し付けようとすることがあるが、病院経営者が医療行為を契約上引き


































見制度の運用」公証法学 41 号１頁（2011 年）以下参照。




















































（24） 　BGH, Urteil vom 10.1.1984 - VI ZR 158/82, NJW 1984, S. 1400.
（25） 　BGH, 前掲注（24） , NJW 1984, S. 1400.
（26） 　BGH, Urteil vom 28.6.1988 - VI ZR 288/87, NJW 1988, S. 2946.
（27） 　BGH, Urteil vom 15.5.1991 - VIII ZR 212/90, NJW 1991, S. 2958.






















（28） 　配偶者について、BGH, Urteil vom 13.2.1985 - IVb ZR 72/83, NJW 1985, S. 1394.　子に
ついて、BGH, Urteil vom 28.4.2005 - III ZR 351/04, NJW 2005, S. 2069.
（29） 　BGH,　前掲注（28）, NJW 1985, S. 1394.
（30） 　BGH,　前掲注（28）, NJW 2005, S. 2069.
（31） 　この問題のさらなる詳細について、佐藤啓子「診療契約の家事行為性について――ド
イツの議論にみる」東京商船大学研究報告 47 巻 87 頁（1997 年）。


























（33） 　BGH, 前掲注（28）, NJW 2005, S. 2069.
（34） 　Michael Coester, Zur sozialrechtlichen Handlungsfähigkeit des Minderjährigen, FamRZ 
1985, S. 982, 986f.
（35） 　BGH, Urteil vom 16.11.1971 - VI ZR 76/70, NJW 1972, S. 335.
















































規定した（民法 630 条 b参照）。雇用契約として分類されることの意義は、医
師が医学的治療を成功させる義務までは負わないことにある。というのも、
望まれる成功は、必ずしも医師の影響力の及ばない多くの要因に左右される
（37） 　BGH, Urteil vom 16.7.2002 - X ZR 27/01, NJW 2002, S. 3323.
（38） 　BGH, Urteil vom 9.12.1974 - VII ZR 182/73, NJW 1975, S. 305.





である（民法 630 条 a第２項）。





















（39） 　BT-Drucks. 17/10488, S. 17.
219 － ドイツにおける医療契約（神野）
− 112 −











したがって、期限が定められた通常の解約告知は（民法 621 条、622 条）、医
療契約に関しては実際上の意味をもたない。同様に、重大な理由に基づく特
別の解約告知（民法 626 条）についても、通常は意味をもたないが、時宜を







（40） 　OLG Koblenz, Urteil vom 7.1.1993 - 5 U 1289/92, NJW-RR 1994, S. 52.
（41） 　Adolf Laufs/Bernd-Rüdiger Kern/Martin Rehborn, Handbuch des Arztrechts, 5. Aufl., 
München 2019,  § 42 Rn. 65ff., 77ff.
（42） 　医師職業規則（MBO）７条２項１文によれば、医師は、患者が医師を自由に交替さ
せることができる権利を尊重しなければならない。








































明義務がある（民法 630 条 e）。この説明義務は、特定の医療行為の実施につ
いて患者が自己の責任において決定を行うことができるように、患者にその
知識を得させることである。医師による説明は、患者が医療措置のために必
要とされる同意を与える際（民法 630 条 d第１項１文）、実際の状況に即して
自己決定権を行使することに役立つ。それゆえ、この同意は、患者の自己決
定のための説明の要件を満たす場合のみ有効である（民法 630 条 d第２項）。




ための契約上の義務の一部であり（民法 630 条 f第１項１文）、また職業法上
の義務である（医師職業規則〔MBO〕10 条参照）。この義務には、「専門的
見地からみて現在および将来の治療のために重要となるすべての措置および
その結果」を記録に記載することも含まれる（民法 630 条 f第 2項）。さらに、
（43） 　BT-Drucks. 17/10488, S. 21.
（44） 　BT-Drucks. 17/10488, S. 23.
広島法学　43 巻４号（2020 年）－ 216
− 115 −
患者記録の「訂正および変更」も識別できるようにしておく義務がある（民























（45） 　BT-Drucks. 17/10488, S. 26.
（46） 　Laufs/Kern/Rehborn,　前掲注（41）,  § 46 Rn. 3ff.

























（48） 　BGH, Urteil vom 11.5. 2010 - VI ZR 252/08, NJW 2010, S. 2580.
（49） 　BGH,　前掲注（48）, NJW 2010, S. 2580.
（50） 　OLG Stuttgart vom 3.12.1985 1a U 4/85, MedR 1986, S. 201.
（51） 　BGH, Urteil vom 20.12.2007 - III ZR 144/07, NJW 2008, S. 987.
（52） 　BGH, 前掲注（51）, NJW 2008, S. 987.











（民法 630 条 a第１項）。加えて、患者は治療に協力し、その成功に寄与し、
医師の措置を支援し、医師の指示に従い、さらには病気に関して医師が禁止







































でその指摘をしなかった場合、医師は民法 630 条 c第３項に基づく契約上の
（53） 　BGH, Urteil vom 10.1.1984 - VI ZR 297/81, NJW 1984, S. 1820.
（54） 　BGH, 前掲注（28）, NJW 2005, S. 2069.
広島法学　43 巻４号（2020 年）－ 212
− 119 −
情報提供義務に違反したことになり、それによって生じた費用を損害賠償と
































（民法 683 条２文、679 条、670 条）。もとより、扶養義務者に対する償還請求
が認められるのは、医師による救助が緊急を要するために、扶養義務者にし













（56） 　Vgl. Laufs/Kern/Rehborn, 前掲注（41）,  § 47 Rn. 15.
（57） 　OLG München, Urteil vom 6. 4. 2006 - 1 U 4142/05, NJW 2006, S. 1883.
（58） 　BGH,　前掲注（28）, NJW 2005, S. 2069.
広島法学　43 巻４号（2020 年）－ 210
− 121 −
後見）でも、医療契約を締結する代理権とは別に、医療措置への同意権も認
められるためには、代理権は書面によって授与され、かつ、当該措置を明確
に含むものでなければならない（民法 1904 条５項）。健康配慮についての職
務を委ねられた世話人（法定後見人）も、医療契約を締結することは常にで
きるが（民法 1902 条）、医療措置への同意については、世話人と主治医との
間に意見の不一致があり、かつ、患者にとって重大な危険が存在するときは、
世話裁判所の許可を得なければならない（民法 1904 条１項、２項、４項）。
　また、法定の健康保険に加入している未成年者は、15 歳以上であれば、社
会法上の行為能力があり（社会法典第１章 36 条１項）、医療契約を締結する
ことはできるが、医的侵襲のためには親の同意は必要であり、治療開始後に
医師はただちにその親に通知をしなければならないと考えられている。もと
より、法定の健康保険に加入していない未成年者については、医師は治療の
開始前に親が子の治療に同意しているかどうかを確認しなければならない。
　さらに、医師による説明義務においても医療契約と医療同意の区別は十分
に意識されている。すなわち、①医師が契約の目的を促進するためにどのよ
うに行動しなければならないかを患者に説明することによって、医師による
治療の成功をより確実にすることができるという趣旨における説明義務と
（630 条 c）、②特定の医療行為の実施について患者が自己の責任において決定
を行うことができるように、患者にその知識を得させるための説明義務があ
り（630 条 e）、両者はその機能や目的において区別されているのである。
　ドイツでは、医療契約は雇用契約であることを基礎としつつ、その特性に
配慮して、民法典にあらたに特別の規定を設けた。これによって、患者の権
利の強化が図られたと評価できよう。今般のわが国の債権法改正においては
医療契約を民法典に規定することは見送られたが、医療特有の説明義務など
医療契約の特殊性もあり、以上のようなドイツの法状況は、わが国にも一定
の示唆を与えてくれるように思われる。
